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第４章 課題解決に向けた具体的施策 

第４章では、大綱第４「指標の改善に向けた重点施策」に示されている以下の分類に

照らし合わせて、本県の具体的施策を位置づけます。 

１ 教育の支援 

２ 生活の安定に資するための支援 

３ 保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援 

４ 経済的支援 
 
１ 教育の支援                                  

大綱第４の区分 大綱の支援項目 県の具体的施策 担当課 

(1)幼児教育・保育
の無償化の推進及び
質の向上 

幼児教育・保育の無償
化 

紀州っ子いっぱいサポート 子ども未来課 

幼児教育・保育の質の
向上 

幼児教育・保育の質の向上  
子ども未来課、義務
教育課 

訪問型家庭教育支援推進事業 
★令和 2 独自施策  

生涯学習課 

(2)地域に開かれた
子供の貧困対策のプ
ラットフォームとし
ての学校指導・運営
体制の構築 

スクールソーシャルワ
ーカーやスクールカウ
ンセラーが機能する体
制の構築等 

不登校等総合対策事業 教育支援課 

学校教育による学力保
障 

きのくに学力向上総合戦略 義務教育課 

教職員への人権研修の実施 
人権教育推進課、教
育センター学びの丘

ICT を活用した不登校児童生徒
への学習支援 

教育支援課 

基本研修事業・専門研修事業 
教育センター学びの
丘 

(3)高等学校等にお
ける修学継続のため
の支援 

高校中退の予防のため
の取組 

不登校等総合対策事業【再掲】 教育支援課 

高校中退後の支援 
高等学校等学び直し支援 

（教）総務課、文化
学術課 

若者自立支援事業 
青少年・男女共同参
画課 

(4)大学等進学に対
する教育機会の提供

高等教育の修学支援 

和歌山県修学奨励 生涯学習課 

和歌山県大学生等進学支援 生涯学習課 

私立専修学校授業料等減免事業
費補助金 

文化学術課 

母子父子寡婦福祉資金貸付金 子ども未来課 

(5)特に配慮を要す
る子供への支援 

児童養護施設等の子供
への学習・進学支援 

児童福祉施設措置費 子ども未来課 

特別支援教育に関する
支援の充実 

特別支援教育振興事業 特別支援教育室 

特別支援教育就学奨励費  
（教）総務課、特別
支援教育室 

外国人児童生徒等への
支援 

外国人児童生徒等教育に係る研
修会 

県立学校教育課、義
務教育課 

ヤングケアラーに対す
る支援◎ 

ヤングケアラーに対する支援 
福祉保健総務課、教
育支援課 

※表中◎は県で独自に設定した項目、★は前計画策定後に新たに実施・拡充した独自施策及び今回の 
改定にあたり新たに実施する施策（第５章参照） 

 

１ 教育の⽀援 ２ ⽣活の安定⽀援 ３ 保護者の就労等⽀援 ４ 経済的⽀援 
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大綱第４の区分 大綱の支援項目 県の具体的施策 担当課 

(6)教育費負担の軽
減 

義務教育段階の就学支
援の充実 

生活保護制度（教育扶助） 福祉保健総務課 

高校生等への修学支援
等による経済的負担の
軽減 

高等学校等就学支援金 
（教）総務課、文化
学術課 

和歌山県高校生等奨学給付金
（奨学のための給付金） 

生涯学習課、文化学
術課 

県立高等学校授業料減免 （教）総務課 

私立高等学校等家計急変世帯授
業料減額等補助事業 

文化学術課 

和歌山県修学奨励 【再掲】 生涯学習課 

生活困窮世帯等への進
学費用等の負担軽減 

生活福祉資金貸付制度 福祉保健総務課 

生活保護制度（生業扶助） 福祉保健総務課 

ひとり親家庭への進学
費用等の負担軽減 

母子父子寡婦福祉資金貸付金
【再掲】  

子ども未来課 

母子家庭等就業・自立支援事業
（うち、ひとり親家庭高等学校
卒業程度認定試験合格支援） 

子ども未来課 

(7)地域における学
習支援等 

地域学校協働活動にお
ける学習支援等 

地域ふれあいルーム推進事業  生涯学習課 

子どもの居場所づくり推進事
業 ★令和 2 独自施策 

生涯学習課 

地域子ども団体育成 
青少年・男女共同参
画課 

生活困窮世帯等への学
習支援 

児童福祉施設措置費【再掲】 子ども未来課 

和歌山子供食堂支援 
 ★令和２・４独自施策 

子ども未来課 

(8)その他の教育支
援 

夜間中学の設置促進・
充実 

中学校夜間学級の設置促進 義務教育課 

学校給食を通じた子供
の食事・栄養状態の確
保 

学校における食育推進に関する
研修 

教育支援課 

補食給食 教育支援課 

多様な体験活動の機会
の提供 

児童福祉施設措置費【再掲】 子ども未来課 

地域ふれあいルーム推進事業
【再掲】 

生涯学習課 

地域子ども団体育成【再掲】 
青少年・男女共同参
画課 

和歌山版「食事バランスガイ
ド」の普及・活用 

果樹園芸課 

和歌山子供食堂支援 
 ★令和２・４独自施策【再
掲】  

子ども未来課 

※表中★は前計画策定後に新たに実施・拡充した独自施策及び今回の改定にあたり新たに実施する施策
（第５章参照） 

 
 

 

  

１ 教育の⽀援 ２ ⽣活の安定⽀援 ３ 保護者の就労等⽀援 ４ 経済的⽀援 
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（１）幼児教育・保育の無償化の推進及び質の向上                   

 
 
 
 
 
▶紀州っ子いっぱいサポート （子ども未来課） 

  国の制度である３歳から５歳までの子供等を対象とした幼児教育・保育の無償化を着

実に実施するとともに、県独自に多くの子供を育てる世帯を対象として、３歳未満の保育

料の無償化や３歳から就学前までの副食費等への助成を行う「紀州っ子いっぱいサポー

ト」を引き続き市町村と連携し、実施します。 
 
 
 
 
 
 
 
▶幼児教育・保育の質の向上 （子ども未来課、義務教育課） 

  質の高い幼児教育・保育を提供するため、幼稚園や保育所、認定こども園関係職員の研

修を充実します。また、日常生活における基本的な習慣や態度の涵養等について、家庭環

境に対する配慮など、特に配慮が必要とされる児童が多数入所している保育所等に家庭

支援推進保育士を加配し、対象児童や家庭への支援に取り組みます。 
 
▶訪問型家庭教育支援推進事業 （生涯学習課）★令和２年度独自施策、第５章参照 

  すべての親が安心して家庭教育を行えるよう、地域人材の養成や、家庭教育支援チーム

を中心として、連携の仕組みづくり、身近な地域における保護者への学習機会の提供や相

談対応等の支援活動を推進します。 
 
（２）地域に開かれた子供の貧困対策のプラットフォームとしての学校指導・運営体制の

構築                                       

 
 
 
 
 
 

〈幼児教育・保育の無償化〉 

○ 全ての子供が安心して年齢や発達に合わせた質の高い幼児教育・保育を受けられる

よう支援します。 

 

〈幼児教育・保育の質の向上〉 

○ 職員の配置や処遇改善等を通じた、幼児教育・保育・子育て支援の更なる質の向上

を推進します。 

○ 子育てに悩みや不安を抱える保護者など、地域における保護者に対する家庭教育支

援を充実します。 

１ 教育の支援 ２ 生活の安定支援 ３ 保護者の就労等支援 ４ 経済的支援

〈スクールソーシャルワーカーやスクールカウンセラーが機能する体制の構築等〉 

○ スクールソーシャルワーカーの配置拡充に努め、学校を窓口として、貧困家庭の 

子供等を早期の段階で生活支援や福祉制度につなげていきます。  

○ スクールカウンセラーの配置拡充に努め、児童生徒の感情や情緒面の支援を行いま

す。 
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▶不登校等総合対策事業（教育支援課） 

  いじめ問題や不登校問題に対するマニュアルを作成・活用するとともに、外部人材の派

遣等により、問題の未然防止、早期発見・早期対応を図り、いじめ問題の解消や不登校児

童生徒数の減少に取り組みます。教育分野に加えて、専門的な知識と技術を有するスクー

ルカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの市町村教育委員会及び県立学校への配

置拡充に努めるとともに、２４時間子供ＳＯＳダイヤルでの電話相談をとおして、いじめ、

不登校、暴力行為、児童虐待など、児童生徒に関わる課題の解決を図ります。 
 
 
 
 
 
 
 
▶きのくに学力向上総合戦略（義務教育課） 

  県学習到達度調査を実施し、子供たちの学力の定着状況をきめ細かく把握するととも

に、授業改善や個に応じた指導の充実を図ります。また、子供たちの知識及び技能の習得

や、思考力・判断力・表現力等の育成、学習習慣の定着をめざした教材の活用により学力

の向上を図ります。 
 
▶教職員への人権研修の実施（人権教育推進課、教育センター学びの丘） 

  教職員に対し、各種研修会や校内研修等様々な機会を通じて子供の貧困問題に関する

理解を深めます。 
 
▶ICT を活用した不登校児童生徒への学習支援（教育支援課） 

学習の進捗状況やつまずきをＡＩが分析し、個に応じた教材を自動的に提案すること

ができる学習支援システムがインストールされたタブレット端末を使い、欠席しがちな

児童生徒の自宅を訪問し、学習支援を行います。 
 
▶基本研修事業・専門研修事業（教育センター学びの丘）  

教職経験年数に対応した研修及び専門性の向上を目指す研修において、学級集団づく

りや生徒指導についての内容を取り上げています。その際、家庭環境に課題がある児童生

徒の理解や家庭との連携など児童生徒の実態を踏まえた研修を行っています。 
 
 
 
 

〈学校教育による学力保障〉 

○ 家庭環境や住んでいる地域に左右されず、学校に通う子供の学力が保障される 

よう、きめ細かな指導を推進します。 

○ 県内の各学校に対して、教員が子供の貧困問題に関する理解を深めるための研修

を実施し、学校における支援体制を充実させます。 

実施し、学校における支援体制を充実させます。 

１ 教育の支援 ２ 生活の安定支援 ３ 保護者の就労等支援 ４ 経済的支援
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（３）高等学校等における修学継続のための支援                   

 
 
 
 
 
 
▶不登校等総合対策事業（教育支援課）【再掲】 

  いじめ問題や不登校問題に対するマニュアルを作成・活用するとともに、外部人材の派

遣等により、問題の未然防止、早期発見・早期対応を図り、いじめ問題の解消や不登校児

童生徒数の減少に取り組みます。教育分野に加えて、専門的な知識と技術を有するスクー

ルカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの市町村教育委員会及び県立学校への配

置拡充に努めるとともに、２４時間子供ＳＯＳダイヤルでの電話相談をとおして、いじめ、

不登校、暴力行為、児童虐待など、児童生徒に関わる課題の解決を図ります。 
 
 
 
 
 
 
▶高等学校等学び直し支援（公立：（教）総務課、私立：文化学術課） 

※「（教）総務課」は教育庁総務課。以下同じ。 

高等学校等を中途退学した後、再び県内の高等学校等で学び直す生徒に対し、保護者等

の所得が一定額未満である場合、授業料の負担を軽減します。 

※高等学校等就学支援金支給期間の経過後、卒業までの間（最長 2 年間）適用。 

 
▶若者自立支援事業 （青少年・男女共同参画課） 

  県内 3 か所に設置している若者サポートステーション With You において、若年無業者

など社会生活を円滑に営む上で様々な困難を抱える若者からのあらゆる相談を受け付け、

教育・雇用・福祉・保健・医療・矯正・更生保護等の各分野の関係機関と連携しながら個

人の状況に応じた総合的・継続的な支援を実施し、社会的自立を促進します。また、支援

関係者のスキルアップやネットワークの拡充を図るための会議や研修会の開催等を行う

「子ども・若者支援地域協議会」の活動を展開します。 
 
 
 
 

〈高校中退の予防のための取組〉 

○ 学び直しの少人数学級や通信制教育等、多様な学び方が可能な高校教育の整備を行

い、一人一人に応じた指導・支援を推進します。 

○ 関係機関との連携による切れ目ない支援の充実を図ります。 

〈高校中退後の支援〉 

○ 社会的自立に必要な能力を育成するキャリア教育を推進するとともに、高校を中途

退学しても再チャレンジできる環境を整えます。また、働くことに悩みを抱える若

者を対象に、意識啓発や情報提供を行います。 

１ 教育の⽀援 ２ ⽣活の安定⽀援 ３ 保護者の就労等⽀援 ４ 経済的⽀援 
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（４）大学等進学に対する教育機会の提供                      

 
 
 
 
 
 
 
▶和歌山県修学奨励 （生涯学習課） 

経済的理由により修学が困難な者に対して、以下の進学助成金を貸与することにより、

修学の奨励と教育の機会均等を図り、有為な人材を育成します。 

・ 大学・短期大学・専修学校専門課程（修業年限 2 年以上）での修学に要する経費 

の一部として進学助成金（一時金）を貸与。 

 
▶和歌山県大学生等進学支援（生涯学習課） 

  進学意欲と学力が高いにもかかわらず、経済的な理由により修学を断念することなく

安心して学べるよう、また、将来の地域社会及び地域産業の担い手となるよう支援するた

め、低所得世帯の学生に対して大学生等進学支援金を貸与します。 
  なお、大学等卒業後に県内居住かつ県内外就労により返還が免除されます。 
 
▶私立専修学校授業料等減免事業費補助金（文化学術課） 

 真に支援が必要な低所得者世帯の者に対し、社会で自立し、及び活躍することができる

豊かな人間性を備えた創造的な人材を育成するために必要な質の高い教育を実施する大

学等における修学に係る経済的負担の軽減を図るため、授業料等の減免の措置を講じま

す。  
 
▶母子父子寡婦福祉資金貸付金 （子ども未来課） 

母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき、母子家庭、父子家庭、寡婦及び父母のいない

児童の経済的自立の助成と生活意欲の助長を図り、あわせてその児童の福祉を増進する

ため、下記の 12 種類の資金を貸し付けます。 

〈資金の種類〉①事業開始資金、②事業継続資金、③修学資金、④技能習得資金、 

⑤就業資金、⑥就職支度資金、⑦医療介護資金、⑧生活資金、 

⑨住宅資金、⑩転宅資金、⑪就学支度資金、⑫結婚資金 

※③修学資金、⑪就学支度資金によって学生等の修学を支援します。 

 
 
 

〈高等教育の修学支援〉 

○ 意欲と能力のある学生等が経済状況にかかわらず大学等への修学の機会を得られる

よう、経済的支援を図ります。 

○ 大学への進学を希望する高校生等が経済的な理由により修学を断念することなく安

心して学べるよう、大学生等進学支援金の貸与等により支援します。 

１ 教育の⽀援 ２ ⽣活の安定⽀援 ３ 保護者の就労等⽀援 ４ 経済的⽀援 
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（５）特に配慮を要する子供への支援                        

 
 
 
 
▶児童福祉施設措置費（子ども未来課） 

児童養護施設等入所児童や里親に措置委託された児童の学習塾代や補習費を国と県で

負担し、児童の学習意欲の向上を図り、将来の自立に役立つよう支援します。 
 
 
 
 
 
 
▶特別支援教育振興事業（特別支援教育室） 

  卒業後の就職先の確保に向けた取組（生徒の状況に応じて、グループホーム等生活の場

の確保も含む）を通して、経済的自立を促進しています。また、在学中から、卒業後に活

用できる様々な福祉制度の情報等を発信し、アフターケア活動も含め、卒業生を支える取

組を進めます。 

 
▶特別支援教育就学奨励費 （（教）総務課・特別支援教育室） 

特別支援学校へ就学する幼児、児童又は生徒の保護者等に対し、就学に必要な経費の全

部又は一部を補助します。 
  就学奨励費を支給することにより、特別支援学校へ就学する幼児、児童又は生徒の保 
護者等の経済的負担を軽減し、特別支援教育の普及奨励を図ります。 

 
 
 
  新 規   

 
▶外国人児童生徒等教育に係る研修会 （県立学校教育課、義務教育課） 

日本語指導を必要とする児童生徒が在籍する学校の管理職及び教員、市町村教育委員

会担当者、日本語指導に係る関係者等を対象に、日本語指導の充実及び支援の在り方等に

ついての研修会を行います。 
 
 

〈児童養護施設等の子供への学習・進学支援〉 

○ 児童養護施設等で暮らす子供に、学習環境の充実を図ります。 

〈外国人児童生徒等への支援〉 

○ 教員等への研修を実施し、日本語指導を必要とする児童生徒への支援を充実しま

す

〈特別支援教育に関する支援の充実〉 

○ 特別支援教育就学奨励費等を通じて、障害のある児童生徒等への支援の充実を図り

ます。 

１ 教育の⽀援 ２ ⽣活の安定⽀援 ３ 保護者の就労等⽀援 ４ 経済的⽀援 
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第４章 課題解決に向けた具体的施策 

 
 
 
 
▶ヤングケアラーに対する支援 （福祉保健総務課、教育支援課） 

いわゆるヤングケアラーを適切な支援につなげるため、児童生徒のわずかな変化を見

逃さず、ケース会議の実施等、チームで対応に取り組みます。また、各関係機関が連携し

ながら、実態把握、啓発、支援体制の整備など、必要な取組を推進します。 

 
 
（６）教育費負担の軽減                              

 
 
 
 
▶生活保護制度〈教育扶助〉 （福祉保健総務課） 

義務教育期間の子供がいる世帯に給食費等の修学にかかる費用を支給します。 
 
 
 
 
 
 
 
▶高等学校等就学支援金（公立：（教）総務課、私立：文化学術課） 

県内の高等学校等に在学する生徒に対し、保護者等の所得が一定額未満である場合、授

業料の負担を軽減します。 
 
▶和歌山県高校生等奨学給付金〈奨学のための給付金〉 

 （公立:生涯学習課、私立：文化学術課） 

全ての意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、授業料以外の教育費負担を軽

減するため、低所得世帯に対して奨学のための給付金を支給します。 
 
▶県立高等学校授業料減免（（教）総務課） 

  経済的理由により授業料の支払いが困難な世帯の生徒に対し、授業料の減額又は免除

を行います。 

 

〈義務教育段階の就学支援の充実〉 

○ 義務教育期間の子供がいる世帯の経済的負担を軽減し、就学を支援します。 

〈高校生等への修学支援等による経済的負担の軽減〉 

○ 全ての意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、高等学校等就学支援金制度

を着実に実施するとともに、低所得世帯の生徒に対する支援として創設された高校生

等奨学給付金制度などにより、低所得世帯への支援の充実を図ります。  

○ 私立高等学校等が行う授業料減免等に対して補助を行います。 

〈ヤングケアラーに対する支援〉 

○ ヤングケアラー（本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的

に行っている子供）を支援するため、関係機関が連携して取り組みます。 

１ 教育の⽀援 ２ ⽣活の安定⽀援 ３ 保護者の就労等⽀援 ４ 経済的⽀援 
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第４章 課題解決に向けた具体的施策

▶私立高等学校等家計急変世帯授業料減額等補助事業（文化学術課） 

私立高等学校等に在学する生徒（保護者が和歌山県内に在住し、かつ経済的理由により

就学が困難な者）の修学機会を確保するため、一定の条件を満たす場合、授業料減額補助

を行います。 

〈家計急変世帯授業料減額事業〉 
保護者等が県内に在住し、生徒が和歌山県、大阪府及び奈良県の私立高等学校（全

日制）、又は私立中等教育学校の後期課程に在学する世帯で、リストラ等により家計

が急変し、一定の収入額未満となった場合、授業料減額の支援を行う制度。 
 
▶和歌山県修学奨励 （生涯学習課）【再掲】 

経済的理由により修学が困難な者に対して、以下の奨学金等を貸与することにより、修

学の奨励と教育の機会均等を図り、有為な人材を育成します。 

・ 高等学校等での修学に要する経費の一部として奨学金（月額）を貸与。 

・ 大学・短期大学・専修学校専門課程（修業年限 2 年以上）での修学に要する経費 

の一部として進学助成金（一時金）を貸与。 

 
 
 
 
▶生活福祉資金貸付制度（福祉保健総務課） 

低所得世帯の子供が高等学校、高等専門学校、短期大学又は大学に就学するために必要

な費用の無利子貸付けを行います。 

〈就学支度費〉 

 50 万円以内（入学時に必要な費用として） 

〈教育支援費〉 

・高等学校 月 3.5 万円以内 

・高等専門学校 月 6万円以内 

・短期大学 月 6 万円以内  

・大学 月 6.5 万円以内 

 

▶生活保護制度〈生業扶助〉 （福祉保健総務課） 

生活保護世帯の子供が高校学校等に進学する際の入学料、入学考査料や就学中の授業

料、教材費等を支給します。 
また、生活保護世帯の高校生の就労収入が本人の高校卒業後の進学費用に充てられる

場合は、収入として認定しない取扱いとするなど、安心して就学できるよう支援します。 
 

 

〈生活困窮世帯等への進学費用等の負担軽減〉 

○ 生活困窮世帯等の経済的負担を軽減し、進学を支援します。 

１ 教育の⽀援 ２ ⽣活の安定⽀援 ３ 保護者の就労等⽀援 ４ 経済的⽀援 
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第４章 課題解決に向けた具体的施策 

 
 
 
 
▶母子父子寡婦福祉資金貸付金 （子ども未来課）【再掲】 

母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき、母子家庭、父子家庭、寡婦及び父母のいない

児童の経済的自立の助成と生活意欲の助長を図り、あわせてその児童の福祉を増進する

ため、下記の 12 種類の資金を貸し付けます。 

〈資金の種類〉①事業開始資金、②事業継続資金、③修学資金、④技能習得資金、 

⑤就業資金、⑥就職支度資金、⑦医療介護資金、⑧生活資金、 

⑨住宅資金、⑩転宅資金、⑪就学支度資金、⑫結婚資金 

※③修学資金、⑪就学支度資金によって学生等の修学を支援します。 

 

▶母子家庭等就業・自立支援事業〈うち、ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援〉 

（子ども未来課） 

ひとり親家庭の親及び子が自立や生活の安定を図るために、高卒認定試験の受験に必

要な講座等を受講する費用の一部(受講修了時：受講費用の 40％、高卒認定試験合格時：  

受講費用の 20％、上限 15 万円)を給付します。 
 
 
（７）地域における学習支援等                              

 
 
 
 
 
▶地域ふれあいルーム推進事業 （生涯学習課） 

子供の安全・安心に配慮しつつ、放課後や週末、休日等の小学校の余裕教室等を活用し

て、地域の方々の参画を得て､子供たちと共に勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との

交流活動等の取組を推進します。 
 

▶子どもの居場所づくり推進事業 （生涯学習課）★令和２年度独自施策、第５章参照 

  放課後等一人で過ごさなければならない子供等の居場所を、学校の空き教室や公民館

等に設け、地域の方の参画を得て、学習意欲の向上や学習習慣の確立、自己肯定感の高揚

等をめざす取組を推進します。 
 
 

〈地域学校協働活動における学習支援等〉 

○ 子供の安全・安心な居場所としての放課後子ども教室等において、学習支援や体験

活動の充実を目指します。 

〈ひとり親家庭への進学費用等の負担軽減〉 

○ ひとり親家庭の経済的負担を軽減し、進学や自立を支援します。 

１ 教育の⽀援 ２ ⽣活の安定⽀援 ３ 保護者の就労等⽀援 ４ 経済的⽀援 
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第４章 課題解決に向けた具体的施策

▶地域子ども団体育成（青少年・男女共同参画課）  

地域との関わりや子供同士の交流を通じて、道徳心や社会性、また子供自身が目標に向

かって主体的に行動していく「生きる力」を育むため、児童館等を活用し学習活動や創作

活動、スポーツやリーダー育成などに取り組む子ども会の組織的・継続的な活動を支援し

ます。 
 
 
 
 
 
 
 
▶児童福祉施設措置費（子ども未来課）【再掲】 

児童養護施設等入所児童や里親に措置委託された児童の学習塾代や補習費を国と県で

負担し、児童の学習意欲の向上を図り、将来の自立に役立つよう支援します。 
 
▶和歌山子供食堂支援 （子ども未来課） ★令和２年度、４年度独自施策、第５章参照 

すべての子供たちが安心して地域の大人とかかわり、社会性をはぐくむ場として、食事

を提供し、学習支援や地域交流の拠点となる子供の居場所づくりに取り組んでいる団体

を支援するとともに、子供食堂と地域や行政、食材提供者等の関係機関の連携強化のため、

ネットワークを構築し、コーディネーターを派遣することで子供食堂活動の充実を図り

ます。 
 
 
（８）その他の教育支援                                 

 
 
 
 
▶中学校夜間学級の設置促進（義務教育課） 

  義務教育未修了の学齢超過者等の就学機会の確保に重要な役割を果たしている中学校

夜間学級について、その設置を促進します。 
 
 
 
 
 

〈生活困窮世帯等への学習支援〉 

○ 児童養護施設等で暮らす子供に、学習環境の充実を図ります。 

○ 学校でも家庭でもない地域の子供の第三の居場所として、食事の提供だけでなく、

学習支援や地域交流の拠点となる居場所を提供します。 

〈夜間中学の設置促進・充実〉 

○ 義務教育未修了の学齢超過者等のための就学機会の確保に努めます。 

１ 教育の⽀援 ２ ⽣活の安定⽀援 ３ 保護者の就労等⽀援 ４ 経済的⽀援 
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第４章 課題解決に向けた具体的施策 

 
 
 
 
 
▶学校における食育推進に関する研修（教育支援課） 

学校給食の充実と学校における食育の推進を図ることを目的とし、学校関係者を対象

に研修を行います。  
 
▶補食給食（教育支援課） 

夜間定時制高等学校に学ぶ勤労青少年の健康保持と就学援助の観点から夜食の補助を

行います。 
対 象 校  ：県立定時制高等学校及び和歌山市立和歌山高等学校 
補助対象生徒：有職生徒、疾病等により職に就くことができない者、心身に障害がある

者、その他やむを得ない理由がある者 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

▶児童福祉施設措置費（子ども未来課）【再掲】 

児童養護施設等入所児童と地域の人々との交流を促進することにより、入所児童の孤

独感の解消や、社会性・協調性・自立意欲の向上を図ります。 
 
▶地域ふれあいルーム推進事業 （生涯学習課）【再掲】 

子供の安全・安心に配慮しつつ、放課後や週末、休日等の小学校の余裕教室等を活用し

て、地域の方々の参画を得て､子供たちと共に勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との

交流活動等の取組を推進します。 
 
 
 
 

〈多様な体験活動の機会の提供〉 

○ 児童養護施設等の子供を対象とした体験活動や、子ども団体等による体験活動によ

り、自己肯定感の向上、生活習慣の改善等につながる多様な体験活動の機会を提供

します。 

○ 学校でも家庭でもない地域の子供の第三の居場所として、食事の提供だけでなく、

学習支援や地域交流の拠点となる居場所を提供します。 

〈学校給食を通じた子供の食事・栄養状態の確保〉 

○ 学校給食の普及・充実及び食育の推進を図り、適切な栄養の摂取による健康の 

保持増進に努めます。 

１ 教育の⽀援 ２ ⽣活の安定⽀援 ３ 保護者の就労等⽀援 ４ 経済的⽀援 
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第４章 課題解決に向けた具体的施策

▶地域子ども団体育成（青少年・男女共同参画課） 【再掲】 

地域との関わりや子供同士の交流を通じて、道徳心や社会性、また子供自身が目標に向

かって主体的に行動していく「生きる力」を育むため、児童館等を活用し学習活動や創作

活動、スポーツやリーダー育成などに取り組む子ども会の組織的・継続的な活動を支援し

ます。 
  
▶和歌山版「食事バランスガイド」の普及・活用（果樹園芸課） 

和歌山版「食事バランスガイド」を活用した啓発事業を実施し、県民のバランスのとれ

た健全な食生活の実現や地産地消の推進、地域の特色ある食文化の理解と伝承を図りま

す。 

 
▶和歌山子供食堂支援 （子ども未来課）【再掲】 ★令和２年度、４年度独自施策、第５章参照 

すべての子供たちが安心して地域の大人とかかわり、社会性をはぐくむ場として、食事

を提供し、学習支援や地域交流の拠点となる子供の居場所づくりに取り組んでいる団体

を支援するとともに、子供食堂と地域や行政、食材提供者等の関係機関の連携強化のため、

ネットワークを構築し、コーディネーターを派遣することで子供食堂活動の充実を図り

ます。 
 

 
 
  

１ 教育の⽀援 ２ ⽣活の安定⽀援 ３ 保護者の就労等⽀援 ４ 経済的⽀援 
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第４章 課題解決に向けた具体的施策 

２ 生活の安定に資するための支援                         
大綱第４の区分 大綱の支援項目 県の具体的施策 担当課 

(1)親の妊娠・出産
期・子供の乳幼児期
における支援 

妊娠・出産期からの相
談・切れ目のない支援

子ども・子育て支援事業 （利
用者支援事業） 

健康推進課、子ども
未来課 

乳幼児医療費助成事業 健康推進課 

(2)保護者の生活支
援 

保護者の自立支援 

生活困窮者に対する自立相談支
援事業 

福祉保健総務課 

わかやまひとり親家庭アシスト 
（うち見守り支援） 

子ども未来課 

わかやまひとり親家庭アシスト 
（うち日常生活支援） 

子ども未来課 

生活困窮者自立支援法に基づく
住居確保給付金 

福祉保健総務課 

保育等の確保 

地域ふれあいルーム推進事業
【再掲】 

生涯学習課 

保育士等の人材確保 子ども未来課 

放課後児童健全育成対策等施設
整備 

子ども未来課 

保護者の育児負担の軽
減 

訪問型家庭教育支援推進事業 
★令和２独自施策【再掲】  

生涯学習課 

子ども・子育て支援事業 （利
用者支援事業）【再掲】 

健康推進課、子ども
未来課 

わかやまひとり親家庭アシスト 
（うち日常生活支援）【再掲】

子ども未来課 

(3)子供の生活支援 
生活困窮世帯等の子供
への生活支援 

生活福祉資金貸付制度【再掲】 福祉保健総務課 

わかやまひとり親家庭アシスト 
（うち日常生活支援）【再掲】

子ども未来課 

社会的養育が必要な子
供への生活支援 

児童養護施設等における家庭的
養護の促進 

子ども未来課 

社会的養護体制整備・促進
（里親委託推進） ★令和３ 

子ども未来課 

食育の推進に関する支
援 

幼児教育関係職員研修 
子ども未来課・義務
教育課 

和歌山版「食事バランスガイ
ド」の普及・活用【再掲】 

果樹園芸課 

和歌山子供食堂支援  
★令和２・４独自施策【再掲】

子ども未来課 

(4)子供の就労支援 

生活困窮世帯等の子供
に対する進路選択等の
支援 

生活困窮者に対する自立相談支
援事業【再掲】 

福祉保健総務課 

母子家庭等就業・自立支援事業 

（うち、母子家庭等就業・自立支

援センター事業等） 
子ども未来課 

高校中退者等への就労
支援 

若者自立支援事業【再掲】 
青少年・男女共同参
画課 

若年者の就労支援 労働政策課 

児童福祉施設入所児童
等への就労支援 

普通課程職業訓練 労働政策課 

労働教育の実施 労働政策課 

子供の社会的自立の確
立のための支援 

就職支援プロジェクト 県立学校教育課 

普通課程職業訓練【再掲】 労働政策課 

労働相談の実施 労働政策課 

労働教育の実施【再掲】 労働政策課 

※表中★は前計画策定後に新たに実施・拡充した独自施策及び今回の改定にあたり新たに実施する施策
（第５章参照） 

 
 

１ 教育の⽀援 ２ ⽣活の安定⽀援 ３ 保護者の就労等⽀援 ４ 経済的⽀援 
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第４章 課題解決に向けた具体的施策

 
大綱第４の区分 大綱の支援項目 県の具体的施策 担当課 

(5)住宅に関する支援 母子生活支援施設の活用 子ども未来課 

ひとり親世帯、子育て世帯及び多

子世帯の県営住宅への優先入居 
建築住宅課 

母子父子寡婦福祉資金貸付金
【再掲】 

子ども未来課 

ひとり親家庭高等職業訓練促進
資金貸付 

子ども未来課 

生活困窮者自立支援法に基づく
住居確保給付金 【再掲】 

福祉保健総務課 

(6)児童養護施設退
所者等に関する支援 家庭への復帰支援 

家族再統合プログラムの作成、
展開 

子ども未来課 

退所等後の相談支援 

児童養護施設等の退所児童等のア

フターケア推進 
子ども未来課 

児童養護施設退所者等に対する
自立支援資金貸付 

子ども未来課 

身元保証人確保対策事業 子ども未来課 

児童養護施設等児童自立定着指
導事業 

子ども未来課 

社会的養護自立支援事業 子ども未来課 

(7)支援体制の強化 児童家庭支援センター
の相談機能の強化 

児童家庭支援センターの設置促
進 

子ども未来課 

社会的養護の体制整備

児童養護施設等における家庭的
養護の促進【再掲】 

子ども未来課 

社会的養護体制整備・促進
（里親委託推進） ★令和３独
自施策【再掲】 

子ども未来課 

市町村等の体制強化 

児童相談所の体制強化 子ども未来課 

市町村の体制強化 子ども未来課 

ひとり親支援に係る地
方公共団体窓口のワン
ストップ化等の推進 

子育て支援情報検索システム 
★令和２独自施策 

子ども未来課 

ひとり親家庭訪問支援事業 
★令和２独自施策 

子ども未来課 

生活困窮者自立支援制
度とひとり親家庭向け
の施策の連携の推進 

生活困窮者自立支援会議等によ
る連携 

福祉保健総務課、 
子ども未来課 

相談職員の資質向上 

民生委員・児童委員指導事業 福祉保健総務課 

母子家庭等就業・自立支援事業 

（うち、母子家庭等就業・自立支

援センター事業等）【再掲】 

子ども未来課 

母子・父子自立支援員の配置 子ども未来課 

※表中★は前計画策定後に新たに実施・拡充した独自施策及び今回の改定にあたり新たに実施する施策
（第５章参照） 

 
 
 
 

１ 教育の⽀援 ２ ⽣活の安定⽀援 ３ 保護者の就労等⽀援 ４ 経済的⽀援 １ 教育の⽀援 ２ ⽣活の安定⽀援 ３ 保護者の就労等⽀援 ４ 経済的⽀援 
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第４章 課題解決に向けた具体的施策 

（１）親の妊娠・出産期、子供の乳幼児期における支援                 

 
 
 
 
 
▶子ども・子育て支援事業 〈利用者支援事業〉（健康推進課・子ども未来課） 

  心身ともに健康な状態で、安心して妊娠・出産・子育てができるよう、市町村がワンス

トップ型で対応する「子育て世代包括支援センター」の機能強化を支援します。 
 
▶乳幼児医療費助成事業 （健康推進課） 

  乳幼児の医療費を助成する市町村に対し、県が 1/2 を補助します。（所得制限あり） 
   支給対象者 … 就学前の乳幼児 
   給付内容  … 乳幼児の保険医療費自己負担分 
   実施市町村 … 県下 30 市町村 
 
（２）保護者の生活支援                                  

 
 
 
 
 
 
▶生活困窮者に対する自立相談支援事業 （福祉保健総務課） 

生活困窮者の相談に応じることで、個々の状況に応じた就労支援や住宅支援等の実施

により、困窮状態からの脱却を図ります。 
（１）振興局（那賀除く、串本支所含む。）及び市福祉事務所等に相談員を配置し、相 

談対応を行います。 
（２）家庭訪問等による出張相談も必要に応じて実施します。 
（３）社会福祉協議会や隣保館など地域の関係機関と連携を図り、個々の相談者の課 

題に応じた支援プランを作成し、一人一人に応じた支援を実施します。 
 

▶わかやまひとり親家庭アシスト 〈うち見守り支援〉（子ども未来課） 

  見守り支援員が、仕事や子育て等の悩み事、心配事についての相談に応じ、それらを解

決するための母子・父子自立支援プログラムを策定し、保護者の自立・就業を支援します。 
 
 

〈保護者の自立支援〉 

○ 複合的な課題を抱える生活困窮者に対し、自立相談支援事業において包括的な支援

を行い、困窮状態からの脱却を図ります。  

○ 子育てと就業の両立など、ひとり親世帯が抱える様々な課題に対し、自立に向けた

各種施策の活用や養育に関する相談対応を実施します。 

１ 教育の⽀援 ２ ⽣活の安定⽀援 ３ 保護者の就労等⽀援 ４ 経済的⽀援 

〈妊娠・出産期からの相談・切れ目のない支援〉 

○ 家庭の経済状況等にかかわらず、安心して妊娠・出産し、子供が健やかに育成され

るよう、身近な地域で、妊産婦等の支援ニーズに応じて、妊娠期から子育て期にかけ

て切れ目ない支援を行える体制づくりを目指します。 

− 42 −



 
 

43 
 

第４章 課題解決に向けた具体的施策

▶わかやまひとり親家庭アシスト 〈うち日常生活支援〉（子ども未来課） 

  ひとり親家庭では母(又は父)が一人で就労や育児を担うなど負担が大きいことから、日

常生活支援員を派遣して生活援助や子育て支援を行い、ひとり親家庭の生活の安定を促

進します。 
 
▶生活困窮者自立支援法に基づく住居確保給付金 （福祉保健総務課） 

離職等により経済的に困窮し、住居を喪失した者又は住居を喪失するおそれのある者

に対し、家賃相当分の住居確保給付金を支給することにより、これらの者の住居及び就労

機会の確保に向けた支援を行います。 
 
 
 
 
 
 
 
 

▶地域ふれあいルーム推進事業 （生涯学習課）【再掲】 
子供の安全・安心に配慮しつつ、放課後や週末、休日等の小学校の余裕教室等を活用し

て、地域の方々の参画を得て､子供たちと共に勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との

交流活動等の取組を推進します。 
 

▶保育士等の人材確保（子ども未来課） 

保育士等の処遇の改善をはじめとする労働環境の整備を支援するとともに、保育士資

格を有しているものの、保育所等に従事していない、いわゆる「潜在保育士」の再就職や

保育所に勤務する保育士の相談支援等を行う「保育士等支援コーディネーター」を県社会

福祉協議会に配置し、保育士の安定的確保等に取り組みます。また、保育士の資格取得や

保育所に就職する際の資金ニーズに合わせた貸付制度を実施します。 
 
▶放課後児童健全育成対策等施設整備（子ども未来課） 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生の健全育成に資するため、放課後児童

クラブの施設整備を行う市町村を支援します。 
 
 
 
 
 

〈保育等の確保〉 

○ 就労希望等により保育を必要とする全ての子育て家庭のニーズに対応するため「新

子育て安心プラン」により、令和６年度末までに待機児童解消を目指して、保育の

受け皿拡大、保育人材の確保等の取組を推進します。また、「新・放課後子ども総合

プラン」に基づき、一体型を中心とした放課後児童クラブと放課後子ども教室の計

画的な整備を推進します。 

１ 教育の⽀援 ２ ⽣活の安定⽀援 ３ 保護者の就労等⽀援 ４ 経済的⽀援 
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第４章 課題解決に向けた具体的施策 

 
 

 
 
 
 
▶訪問型家庭教育支援推進事業 （生涯学習課）【再掲】★令和２年度独自施策、第５章参照 

  すべての親が安心して家庭教育を行えるよう、地域人材の養成や、家庭教育支援チーム

を中心として、連携の仕組みづくり、身近な地域における保護者への学習機会の提供や相

談対応等の支援活動を推進します。 
 
▶子ども・子育て支援事業 〈利用者支援事業〉（健康推進課・子ども未来課）【再掲】 

  心身ともに健康な状態で、安心して妊娠・出産・子育てができるよう、市町村がワンス

トップ型で対応する「子育て世代包括支援センター」の機能強化を支援します。 
 
▶わかやまひとり親家庭アシスト 〈うち日常生活支援〉（子ども未来課）【再掲】 

  ひとり親家庭では母(又は父)が一人で就労や育児を担うなど負担が大きいことから、日

常生活支援員を派遣して生活援助や子育て支援を行い、ひとり親家庭の生活の安定を促

進します。 
 
（３）子供の生活支援                                 

 
 
 
 
 
▶生活福祉資金貸付制度（福祉保健総務課）【再掲】 

低所得世帯の子供が高等学校、高等専門学校、短期大学又は大学に就学するために必要

な費用の無利子貸付けを行います。 

〈就学支度費〉 

 50 万円以内（入学時に必要な費用として） 

〈教育支援費〉 

・高等学校 月 3.5 万円以内 

・高等専門学校 月 6万円以内 

・短期大学 月 6 万円以内  

・大学 月 6.5 万円以内 

 

〈生活困窮世帯等の子供への生活支援〉 

○ 低所得者世帯への無利子貸付けにより、子供の就学費用の負担軽減を図ります。 

○ ひとり親家庭に日常生活支援員を派遣し、子供の基本的な生活習慣の定着を図りま

す。 

１ 教育の⽀援 ２ ⽣活の安定⽀援 ３ 保護者の就労等⽀援 ４ 経済的⽀援 

〈保護者の育児負担の軽減〉 

○ すべての親が安心して子育てや家庭教育を行えるよう、保護者への学習機会の提供

や相談対応等の充実を図ります。 

○ ひとり親家庭に日常生活支援員を派遣し、生活の安定を図ります。 
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▶わかやまひとり親家庭アシスト 〈うち日常生活支援〉（子ども未来課）【再掲】 

  ひとり親家庭では母(又は父)が一人で就労や育児を担うなど負担が大きいことから、日

常生活支援員を派遣して生活援助や子育て支援を行い、ひとり親家庭の生活の安定を促

進します。 
 
 
 
 
 
▶児童養護施設等における家庭的養護の促進 （子ども未来課） 

  施設入所児童が家庭的な環境の中で安定した生活を送れるよう、児童養護施設の小規

模化等による家庭的養護を促進します。 
 
▶社会的養護体制整備・促進〈里親委託推進〉（子ども未来課） 

★令和３年度独自施策、第５章参照 

 市町村と連携し、家庭的な環境の中で愛着形成を図ることができる里親制度の普及を

促進するとともに、質の高い養育を実現するため、里親研修の充実や、登録後のきめ細か

な家庭訪問、休日夜間の相談支援体制の充実など、里親支援に取り組みます。 
 
 
 
 
 
 

 

 

▶幼児教育関係職員研修（子ども未来課・義務教育課） 

  就学前の幼児の健全な発育及び健康の維持・増進を図るため、給食の充実と食育の推進

に対する認識を深めるとともに、栄養・衛生管理の改善等を目的とし、栄養士、調理員、

保育士、幼稚園教諭、保育教諭、市町村職員等を対象に、栄養・衛生管理の改善等に関す

る研修を行います。 

 

▶和歌山版「食事バランスガイド」の普及・活用（果樹園芸課）【再掲】 

  和歌山版「食事バランスガイド」を活用した啓発事業を実施し、県民のバランスのとれ

た健全な食生活の実現や地産地消の推進、地域の特色ある食文化の理解と伝承を図りま

す。 
 

〈食育の推進に関する支援〉 

○ 子供の発育・発達状態・健康状態・栄養状態・生活状況などを把握し、それぞれに

応じた必要な栄養量が確保できるよう努めるとともに、子供たちが食に関する知識

を習得し、健全な食生活を実践することができるよう努めます。 

○ 学校でも家庭でもない地域の子供の第三の居場所として、食事の提供だけでなく、

学習支援や地域交流の拠点となる居場所を提供します。 

〈社会的養育が必要な子供への生活支援〉 

○ 生活基盤が不十分なため、親が自分で子供を育てられない場合においても、家庭的

な環境の中で安定した生活を送れるよう支援します。 

１ 教育の⽀援 ２ ⽣活の安定⽀援 ３ 保護者の就労等⽀援 ４ 経済的⽀援 
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▶和歌山子供食堂支援 （子ども未来課）【再掲】 ★令和２年度、４年度独自施策、第５章参照 

すべての子供たちが安心して地域の大人とかかわり、社会性をはぐくむ場として、食事

を提供し、学習支援や地域交流の拠点となる子供の居場所づくりに取り組んでいる団体

を支援するとともに、子供食堂と地域や行政、食材提供者等の関係機関の連携強化のため、

ネットワークを構築し、コーディネーターを派遣することで子供食堂活動の充実を図り

ます。 
 
 
（４）子供の就労支援                                  

 
 
 
 
 
 
▶生活困窮者に対する自立相談支援事業 （福祉保健総務課）【再掲】 

生活困窮者の相談に応じることで、個々の状況に応じた就労支援や住宅支援等の実施

により、困窮状態からの脱却を図ります。 
（１）振興局（那賀除く、串本支所含む。）及び市福祉事務所等に相談員を配置し、相 

談対応を行います。 
（２）家庭訪問等による出張相談も必要に応じて実施します。 
（３）地域の関係機関と連携を図り、個々の相談者の課題に応じた支援プランを作成 

し、一人一人に応じた支援を実施します。 
 

▶母子家庭等就業・自立支援事業 〈うち、母子家庭等就業・自立支援センター事業等〉 

（子ども未来課） 

母子家庭等就業・自立支援センターが、ひとり親家庭の親及び児童に対して就業相談を

実施します。 

【母子家庭等就業・自立支援センター事業】 

 ・ひとり親家庭等を対象に、主に下記の事業を実施しています。 

   ①就業支援事業・就業情報提供事業 

     …センター職員が相談者に対し、就業に必要な情報提供等 

   ②就業支援講習会 

     …就業に有利な講座・研修会の開催 

 

 

 

〈生活困窮世帯等の子供に対する進路選択等の支援〉 

○ 生活困窮世帯の子供やひとり親世帯の子供を対象に、就業相談や就業情報の提供等

を行い、進路選択の支援に努めます。 

１ 教育の⽀援 ２ ⽣活の安定⽀援 ３ 保護者の就労等⽀援 ４ 経済的⽀援 
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▶若者自立支援事業 （青少年・男女共同参画課）【再掲】 

  県内 3 か所に設置している若者サポートステーション With You において、若年無業者

など社会生活を円滑に営む上で様々な困難を抱える若者からのあらゆる相談を受け付け、

教育・雇用・福祉・保健・医療・矯正・更生保護等の各分野の関係機関と連携しながら個

人の状況に応じた総合的・継続的な支援を実施し、社会的自立を促進します。また、支援

関係者のスキルアップやネットワークの拡充を図るための会議や研修会の開催等を行う

「子ども・若者支援地域協議会」の活動を展開します。 
 

▶若年者の就労支援（労働政策課） 

ジョブカフェわかやまを中心に、ハローワークサロンほんまちなどの関係機関と連携

し、キャリアカウンセリング、セミナー、職業紹介などを行い、若者の就業・定着を図り

ます。 
 
 
 
 
 
 
▶普通課程職業訓練（労働政策課） 

県立産業技術専門学院（県内２か所）において、少人数制の実技を重視したカリキュラ

ムにより、ものづくり等に関する技術・技能・資格を習得するための訓練（１年間又は２

年間）を実施し、若者の職業的自立を支援します。生活困窮者など特別の事情があると認

められる者については、授業料の免除・減免をしています。 

 
▶労働教育の実施 （労働政策課） 

高校 3 年生への「高校生のためのわかやま就職ガイド」を活用した教育や労働局によ

る和歌山大学での講義等を通じ、社会に出る前から労働知識を習得するための支援を行

います。 
 
 

〈児童福祉施設入所児童等への就労支援〉 

○ 児童養護施設の子供など、親の支援が乏しい子供が就職し、ひとり立ちできるよう

支援します。 

〈高校中退者等への就労支援〉 

○ ハローワークと学校等の関係機関が連携し、就職を希望する学生・生徒等に対して

支援を実施します。  

○ 高校中退者等についても、若者の就労支援機関等で連携しながら就労への支援を行

います。 

１ 教育の⽀援 ２ ⽣活の安定⽀援 ３ 保護者の就労等⽀援 ４ 経済的⽀援 
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▶就職支援プロジェクト（県立学校教育課） 

高校生の就職に係る課題の改善を図るため、求人開拓等の就職支援を推進するジョブ

サポートティーチャーや就職指導員を配置しています。 

 

▶普通課程職業訓練（労働政策課）【再掲】 

県立産業技術専門学院（県内２か所）において、少人数制の実技を重視したカリキュラ

ムにより、ものづくり等に関する技術・技能・資格を習得するための訓練（１年間又は２

年間）を実施し、若者の職業的自立を支援します。生活困窮者など特別の事情があると認

められる者については、授業料の免除・減免をしています。 

 
▶労働相談の実施（労働政策課）  

常設する労働相談室において、労働時間や賃金等の労働条件やいじめ・嫌がらせなどの

悩みを持つ労働者に対して、相談員が寄り添った相談対応や労働局等関係機関と連携し

た支援を行い、労働者の安定した就労を促進します。 
 
▶労働教育の実施（労働政策課）【再掲】 

高校３年生への「高校生のためのわかやま就職ガイド」を活用した教育や労働局による

和歌山大学での講義等を通じ、社会に出る前から労働知識を習得するための支援を行い

ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 教育の⽀援 ２ ⽣活の安定⽀援 ３ 保護者の就労等⽀援 ４ 経済的⽀援 
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（５）住宅に関する支援                                

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
▶母子生活支援施設の活用（子ども未来課） 

  配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子及びその者の監護すべき児童を入

所させて、保護するとともに、自立の促進のためにその生活を支援し、あわせて退所者に

ついて相談その他の援助を行います。 

 

▶ひとり親世帯、子育て世帯及び多子世帯の県営住宅への優先入居（建築住宅課） 

ひとり親世帯（配偶者のない女子又は男子で現に２０歳未満の子を扶養している世帯）、

子育て世帯（同居親族に１５歳に達する日以後の最初の４月１日までの間にある子供が

いる世帯）及び多子世帯（１８歳未満の同居扶養親族である児童が３人以上いる世帯）の

方で県営住宅への入居者資格を満たす場合、選定において優先枠と一般枠の２回の抽選

機会を設定し、優先的入居を図ります。 

 

▶母子父子寡婦福祉資金貸付金 （子ども未来課）【再掲】 

母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき、母子家庭、父子家庭、寡婦及び父母のいない

児童の経済的自立の助成と生活意欲の助長を図り、あわせてその児童の福祉を増進する

ため、下記の 12 種類の資金を貸し付けます。 

〈資金の種類〉①事業開始資金、②事業継続資金、③修学資金、④技能習得資金、 

⑤就業資金、⑥就職支度資金、⑦医療介護資金、⑧生活資金、 

⑨住宅資金、⑩転宅資金、⑪就学支度資金、⑫結婚資金 

   ※⑨住宅資金、⑩転宅資金によって住宅支援を行います。 

 

▶ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付（子ども未来課） 

就業や自立に向けて意欲的に取り組むひとり親家庭の親が、就業に結び付きやすい資

格を取得するための資金や、住居の借り上げに必要となる資金を貸し付けます。（うち住

宅支援資金によって住宅支援を行います。） 

１ 教育の⽀援 ２ ⽣活の安定⽀援 ３ 保護者の就労等⽀援 ４ 経済的⽀援 
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〇住宅支援資金 
母子・父子自立支援プログラムの策定を受け、自立に向けて意欲的に取り組んでい

るひとり親家庭の親に対し、住居の借り上げに必要となる資金を貸与します。また、

１年以内に就職又は高い所得が見込まれる転職をし、就労を１年間継続した場合は、

返還を免除します。 
〈貸付額〉 
・入居している家賃の実費       １か月につき 4 万円以内（最大 12 か月） 

 

▶生活困窮者自立支援法に基づく住居確保給付金 （福祉保健総務課）【再掲】 

離職等により経済的に困窮し、住居を喪失した者又は住居を喪失するおそれのある者

に対し、家賃相当分の住居確保給付金を支給することにより、これらの者の住居及び就労

機会の確保に向けた支援を行います。 
 

（６）児童養護施設退所者等に関する支援                       

 
 
 
 
 
 

 

▶家族再統合プログラムの作成、展開（子ども未来課） 

  児童相談所が、施設や関係機関、保護者や児童の意向を踏まえ、家庭復帰に向けた家族

再統合プログラムを作成し、家庭への復帰支援を実施します。さらに、措置解除後は、市

町村要保護児童地域対策協議会等と連携し、定期的な子供の安全確認、保護者への相談・

支援等を実施します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〈退所等後の相談支援〉 

○ 児童養護施設等を退所した子供が社会で安定した自立生活を送ることができるよ

う、相談支援等を実施するとともに、18 歳到達後も原則 22 歳の年度末まで必要な支

援を継続します。 

○ 児童養護施設等を退所した子供が就職や進学する場合、生活費等の貸付事業や社会

的養護自立支援事業など経済的な負担軽減により、子供の自立に向けた体制の強化を

図ります。 

１ 教育の⽀援 ２ ⽣活の安定⽀援 ３ 保護者の就労等⽀援 ４ 経済的⽀援 
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▶児童養護施設等の退所児童等のアフターケア推進 （子ども未来課） 

児童養護施設退所者等に対して、生活や就業に関する相談に応じるとともに、子供が相

互に意見交換や情報交換等を行えるよう、自助グループ活動を支援するなど、地域社会に

おける社会的自立の促進を図ります。 
 
▶児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸付（子ども未来課） 

児童養護施設退所者等のうち、就職者や大学進学者で生活費等の確保が困難な者への

貸付を行います。 
 

▶身元保証人確保対策事業（子ども未来課） 

  児童養護施設退所者等が就職やアパート等を賃借する際に、施設長等が身元保証人に

なる場合の損害保険契約を締結することにより、身元保証人を確保し、子供等の社会的自

立の促進を図ります。 
 
▶児童養護施設等児童自立定着指導事業（子ども未来課） 

  児童養護施設等退所者等に対して、自立後の生活及び就業指導を行うための施設指導

員の旅費を支給します。 
 

▶社会的養護自立支援事業（子ども未来課） 

  児童養護施設退所者等について、原則 22 歳の年度末まで、個々の状況に応じて居住の

場の提供や生活費の支給等を行います。 
 

（７）支援体制の強化                                    

 
 
 
 
▶児童家庭支援センターの設置促進 
 児童相談所や市町村その他の関係機関と連携を図り、専門的な相談支援を行う児童家

庭支援センターについて、地域に密着し、より丁寧な相談支援が可能となるよう設置促進

に努めます。 
 
 
 
 
 
 

〈社会的養護の体制整備〉 

○ 社会的養護を必要とする子供たちの環境整備のため、施設の小規模化や里親委託率

の向上等、家庭的養護を推進します。 

１ 教育の支援 ２ 生活の安定支援 ３ 保護者の就労等支援 ４ 経済的支援

〈児童家庭支援センターの相談機能の強化〉 

〇 児童家庭支援センターが地域支援を十分行えるように設置促進に努めます。 
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▶児童養護施設等における家庭的養護の促進 （子ども未来課）【再掲】 

  施設入所児童が少人数制の家庭的な環境の中で安定した生活を送れるよう、児童養護

施設の小規模化等による家庭的養護を促進します。 
 
▶社会的養護体制整備・促進〈里親委託推進〉（子ども未来課）【再掲】 

★令和３年度独自施策、第５章参照 

 市町村と連携し、家庭的な環境の中で愛着形成を図ることができる里親制度の普及を

促進するとともに、質の高い養育を実現するため、里親研修の充実や、登録後のきめ細か

な家庭訪問、休日夜間の相談支援体制の充実など、里親支援に取り組みます。 
 
 
 
 
 
 
 
 

▶児童相談所の体制強化（子ども未来課） 

 児童をめぐる複雑で多様化した問題に対応するため、児童相談所における専門職の増員

を行うとともに、各種体系的な研修の実施により、専門性のある人材を養成し、個々人の

能力を高め、組織の対応力の向上を図ります。 

 

▶市町村の体制強化（子ども未来課） 

児童とその家庭、妊産婦等に対する児童家庭相談全般を担う子ども家庭総合支援拠点

の設置を促進し、市町村の相談支援体制の充実を図ります。 
また、各市町村単位に設置されている要保護児童対策地域協議会の機能強化を図り、児

童相談所、学校、警察、医療機関や民生委員・児童委員など関係機関が連携し、子供への

虐待の兆候を見逃すことなく未然に防止するとともに、地域が協力して子供と家庭を見

守り支える体制を構築します。 

 
 
 
 
 
 
 
 

〈ひとり親支援に係る地方公共団体窓口のワンストップ化等の推進〉 

〇 子育て全般に係る問合せに自動対応するチャットボットや児童扶養手当新規受給者

の居宅訪問等により、ひとり親家庭が抱える様々な課題やニーズへの対応を図りま

す。 

１ 教育の支援 ２ 生活の安定支援 ３ 保護者の就労等支援 ４ 経済的支援

〈市町村等の体制強化〉 

○ 児童福祉司、児童心理司等の専門職の増員や各種研修実施等による専門性の向上

等、児童相談所の体制強化を図ります。 

○ 市町村の体制強化のため、子ども家庭総合支援拠点の設置促進や、要保護児童対策

地域協議会の充実・強化を行います。 
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▶子育て支援情報検索システム（子ども未来課）★令和２年度独自施策、第５章参照 

 子供の貧困対策関連事業も含めた子育て全般の情報にかかるスマートフォンからの問

合せに、自動会話プログラム「チャットボットシステム」により、２４時間３６５日対応

します。 
 
▶ひとり親家庭訪問支援事業（子ども未来課）★令和２年度独自施策、第５章参照 

児童扶養手当の新規受給者に対し、居宅等への訪問や児童扶養手当現況届期間中の出

張相談により、ひとり親家庭の孤立防止及びひとり親家庭支援制度の周知徹底を図りま

す。 
 
 
 
 
 
 
▶生活困窮者自立支援会議等による連携（福祉保健総務課、子ども未来課） 

生活困窮者自立支援法に基づく生活困窮者自立支援会議等において、「ひとり親家庭訪

問支援事業」等により得たひとり親家庭の情報を共有するなど連携を推進し、ひとり親を

含めた生活困窮者を適切な支援につなげます。 
 
 
 
 
 
 
 
▶民生委員・児童委員指導事業（福祉保健総務課） 

 子供の声かけや子育てに関する相談などの見守り活動をはじめ、様々な支援やサービ

スを受けるために行政や専門機関とのつなぎ役を務めている民生委員・児童委員に対し

て活動支援や研修を実施し、地域福祉の推進に取り組みます。 
 

▶母子家庭等就業・自立支援事業 〈うち、母子家庭等就業・自立支援センター事業等〉 

（子ども未来課）【再掲】 

ひとり親家庭の保護者の相談に応じ、自立に必要な情報提供等を行う母子・父子自立支

援員等の職員の資質向上を図るため、母子家庭等就業・自立支援センターが、振興局や市

町村職員に対し研修会を実施します。 
 

〈生活困窮者自立支援制度とひとり親家庭向けの施策の連携の推進〉 

○ 生活困窮者自立支援会議等を活用し、ひとり親を含めた生活困窮者の自立を促進し

ます。 

１ 教育の支援 ２ 生活の安定支援 ３ 保護者の就労等支援 ４ 経済的支援

〈相談職員の資質向上〉 

○ 民生委員・児童委員、母子父子自立支援員、市町村職員等に対して必要な研修等を

行い、相談者の状況に応じた適切な支援を推進します。 
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▶母子・父子自立支援員の配置（子ども未来課） 

ひとり親家庭が直面する課題に対応するため、福祉事務所に母子・父子自立支援員を配

置し、自立に必要な情報提供、相談指導、職業能力の向上及び求職活動に関する支援、母

子父子寡婦福祉資金貸付金に関する指導・相談対応を行います。  
 
  

１ 教育の支援 ２ 生活の安定支援 ３ 保護者の就労等支援 ４ 経済的支援
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３ 保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援          
 

大綱第４の区分 大綱の支援項目 県の具体的施策 担当課 

(1)職業生活の安定
と向上のための支援 

所得向上策の推進、職
業と家庭が安心して両
立できる働き方の実現 

非正規社員の正社員化に取り組
む企業支援事業 

労働政策課 

(2)ひとり親に対す
る就労支援 

ひとり親家庭の親への
就労支援 

母子家庭等就業・自立支援事業 

（うち、母子家庭等就業・自立支援

センター事業等）【再掲】 

子ども未来課 

わかやまひとり親家庭アシスト 
（うち、見守り支援）【再掲】 

子ども未来課 

母子家庭等就業・自立支援事業（う

ち、高等職業訓練促進給付金、自立

支援教育訓練給付金） 

子ども未来課 

ひとり親家庭高等職業訓練促進
資金貸付【再掲】 

子ども未来課 

母子父子寡婦福祉資金貸付金
【再掲】 

子ども未来課 

ひとり親家庭の親の職
業と家庭の両立 

わかやまひとり親家庭アシスト 
（うち、日常生活支援 ）【再
掲】 

子ども未来課 

ひとり親家庭の親の学
び直しの支援 

母子家庭等就業・自立支援事業（う

ち、ひとり親家庭高等学校卒業程度

認定試験合格支援）【再掲】 

子ども未来課 

(3)困窮世帯等への
就労支援 

就労機会の確保 

生活困窮者等への就労支援 福祉保健総務課 

労働相談の実施【再掲】  労働政策課 

和歌山再就職支援「就活サイク
ル」プロジェクト事業 

労働政策課 

人材Uターン等就職支援事業 労働政策課 

離転職者等職業訓練、施設外訓
練 

労働政策課 

雇用支援就職促進事業 労働政策課 

非正規雇用から正規雇
用への転換 

非正規社員の正社員化に取り組
む企業支援事業【再掲】 

労働政策課 

 
 

（１）職業生活の安定と向上のための支援                        

 
 
 
 
 
▶非正規社員の正社員化に取り組む企業支援事業（労働政策課） 

 働く人の多様な働き方を尊重した上で、企業内で「正社員として働きたいという意向を

持つ非正規で働く人の中から、会社の成長のために必要とする人材を正社員に転換する」

企業を支援します。 

１ 教育の支援 ２ 生活の安定支援 ３ 保護者の就労等支援 ４ 経済的支援

〈所得向上策の推進、職業と家庭が安心して両立できる働き方の実現〉 

○ 非正規社員の正社員化に取り組む企業を支援し、職業生活の安定と向上を促進しま

す。 

− 55 −



 

56 
 

第４章 課題解決に向けた具体的施策 

 

 

（２）ひとり親に対する就労支援                           

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
▶母子家庭等就業・自立支援事業 〈うち、母子家庭等就業・自立支援センター事業等〉 

（子ども未来課）【再掲】 

母子家庭等就業・自立支援センターが、ひとり親家庭の親及び児童に対して就業相談を

実施します。 

【母子家庭等就業・自立支援センター事業】 

 ・ひとり親家庭等を対象に、主に下記の事業を実施しています。 

   ①就業支援事業・就業情報提供事業 

     …センター職員が相談者に対し、就業に必要な情報提供等 

   ②就業支援講習会 

     …就業に有利な講座・研修会の開催 

 
▶わかやまひとり親家庭アシスト 〈うち見守り支援〉（子ども未来課）【再掲】 

  見守り支援員が、仕事や子育て等の悩み事、心配事についての相談に応じ、それらを解

決するための母子・父子自立支援プログラムを策定し、保護者の自立・就業を支援します。 
 
▶母子家庭等就業・自立支援事業〈うち、高等職業訓練促進給付金、自立支援教育訓練給付

金〉 （子ども未来課） 

ひとり親家庭の親が、就業に結びつきやすい資格を取得するため看護師・保育士等の養

成機関修学中において給付金を実施します。 
（事業概要） 
①高等職業訓練促進給付金 

看護師・保育士等の資格取得のため養成機関修学中において、生活費相当額として

月額 100,000 円(市町村民税非課税世帯)又は月額 70,500 円(市町村民課税世帯)を給

付します。 
  ②自立支援教育訓練給付金 

〈ひとり親家庭の親への就労支援〉 

○ 母子家庭等就業・自立支援事業を通じて、就業相談、就業講習会の開催、就業情報

の提供などを行います。  

○ 自立に向けた相談体制の強化のために、ひとり親家庭見守り支援員を設置すること

により、個々の実態に即した母子・父子自立支援プログラムを策定し、きめ細やか

で継続的な自立・就業支援を実施します。 

○ 高等職業訓練促進給付金等事業を通じ、ひとり親世帯への就業支援を行い、親の就

労機会の確保に努めます。 

１ 教育の支援 ２ 生活の安定支援 ３ 保護者の就労等支援 ４ 経済的支援

− 56 −



 
 

57 
 

第４章 課題解決に向けた具体的施策 

 

    厚生労働省が指定する講座を受講する場合に、受講費用の 60％を給付します。 
 
▶ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付（子ども未来課）【再掲】 

就業や自立に向けて意欲的に取り組むひとり親家庭の親が、就業に結び付きやすい資

格を取得するための資金や、住居の借り上げに必要となる資金を貸し付けます。 
①訓練促進資金 

高等職業訓練促進給付金の支給対象者に対し、入学準備金及び就職準備金を貸与

します。また、養成機関卒業から１年以内に資格を活かして就職し、かつ県内に居住

し５年間その職に従事した場合は、返還を免除します。 
〈貸付額〉 
・養成学校への入学時                  入学準備金 50 万円 
・養成学校を修了し資格を活かし、かつ、資格を取得した時 就職準備金 20 万円 

②住宅支援資金 
母子・父子自立支援プログラムの策定を受け、自立に向けて意欲的に取り組んでい

るひとり親家庭の親に対し、住居の借り上げに必要となる資金を貸与します。また、

１年以内に就職又は高い所得が見込まれる転職をし、就労を１年間継続した場合は、

返還を免除します。 
〈貸付額〉 
・入居している家賃の実費       １か月につき 4 万円以内（最大 12 か月） 

 
▶母子父子寡婦福祉資金貸付金 （子ども未来課）【再掲】 

母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき、母子家庭、父子家庭、寡婦及び父母のいない

児童の経済的自立の助成と生活意欲の助長を図り、あわせてその児童の福祉を増進する

ため、下記の 12 種類の資金を貸し付けます。 

〈資金の種類〉①事業開始資金、②事業継続資金、③修学資金、④技能習得資金、 

⑤就業資金、⑥就職支度資金、⑦医療介護資金、⑧生活資金、 

⑨住宅資金、⑩転宅資金、⑪就学支度資金、⑫結婚資金 

※④技能習得資金、⑤就業資金、⑥就職支度資金によって就労を支援します。 

 
 
 
 
 
 
▶わかやまひとり親家庭アシスト 〈うち日常生活支援〉（子ども未来課）【再掲】 

  ひとり親家庭では母(又は父)が一人で就労や育児を担うなど負担が大きいことから、 
 

〈ひとり親家庭の親の職業と家庭の両立〉 

○ 子育てと就業の両立など、ひとり親世帯が抱える様々な課題に対応し、生活支援や

就業支援を行います。また、日常生活支援員の派遣等を行うことで、ひとり親世帯

が安心して子育てをしながら生活することができる環境整備を図ります。 

１ 教育の支援 ２ 生活の安定支援 ３ 保護者の就労等支援 ４ 経済的支援
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日常生活支援員を派遣して生活援助や子育て支援を行い、ひとり親家庭の生活の安定を促

進します。 
 
 
 
 
 
 

▶母子家庭等就業・自立支援事業〈うち、ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支

援〉（子ども未来課）【再掲】 

ひとり親家庭の親及び子が自立や生活の安定を図るために、高卒認定試験の受験に必

要な講座等を受講する費用の一部(受講修了時：受講費用の 40％、高卒認定試験合格時：  

受講費用の 20％、上限 15 万円)を給付します。 
 
 

 

（３）困窮世帯等への就労支援                      

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

▶生活困窮者等への就労支援（福祉保健総務課）  

生活困窮者等の状況に応じ、ハローワークへの同行など就労支援員による支援や、就労

に課題のある方に対しては社会福祉法人と連携し、ボランティア活動の場を提供し、就労

に必要な生活習慣や社会参加能力の向上を図る支援を実施します。 

 

▶労働相談の実施（労働政策課）【再掲】  

常設する労働相談室において、労働時間や賃金等の労働条件やいじめ・嫌がらせなどの

悩みを持つ労働者に対して、相談員が寄り添った相談対応や労働局等関係機関との連携

した支援を行い、労働者の安定した就労を促進します。 

 

１ 教育の支援 ２ 生活の安定支援 ３ 保護者の就労等支援 ４ 経済的支援

〈ひとり親家庭の親の学び直しの支援〉 

○ ひとり親家庭の親が高卒認定試験合格のために講座を受講する費用の一部を給付 

します。 

〈就労機会の確保〉 

○ 生活困窮者や生活保護受給者に対し、就労支援員による求職活動への支援、ハロー

ワークと福祉事務所との連携による支援、求職活動中の家賃の給付などきめ細やか

な支援を行います。 

○ 労働相談室において、相談員が労働条件やいじめ・嫌がらせなどの悩みを持つ労働

者に対して、相談助言や情報提供を行います。 

○ 合同企業説明会や就職が困難な方への巡回相談などを実施し、一人ひとりのニーズ

に対応した就職を支援します。 
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▶和歌山再就職支援「就活サイクル」プロジェクト事業（労働政策課） 

結婚や出産により離職した女性等の再就職を支援するため、２月を就活強化月間とす

る県独自の「就活サイクル」を企業と協力して構築するとともに、再就職支援セミナーや

個別相談を実施する再就職支援拠点「はたらコーデわかやま」を設置し、若年求職者の就

職をサポートする「ジョブカフェわかやま」と一体的に運営することで、求職者へのワン

ストップサービスの強化を図ります。 
 
▶人材 Uターン等就職支援事業（労働政策課） 

求職者と県内企業が出会う合同企業説明会を県外や県内各地で行うことにより、県内

企業の人材を確保するとともに新規学卒者や再就職希望者等の就職を支援します。 
 
▶離転職者等職業訓練、施設外訓練（労働政策課） 

  求職中の障害者や母子家庭の母等を対象とする職業訓練を民間教育訓練機関等へ委託

し、就職に役立つ知識・技能の習得を行うことで、早期の就労を支援します。 
 
▶雇用支援就職促進事業（労働政策課） 

さまざまな理由により、就職することが困難な方々に対し、一人ひとりのニーズに対応

した求人情報を提供し、就職を支援します。 
 
 
 
 
 
▶非正規社員の正社員化に取り組む企業支援事業（労働政策課）【再掲】 

 働く人の多様な働き方を尊重した上で、企業内で「正社員として働きたいという意向を

持つ非正規で働く人の中から、会社の成長のために必要とする人材を正社員に転換する」

企業を支援します。 
 
  

１ 教育の支援 ２ 生活の安定支援 ３ 保護者の就労等支援 ４ 経済的支援

〈非正規雇用から正規雇用への転換〉 

○ 非正規社員の正社員化に取り組む企業を支援し、職業生活の安定と向上を促進しま

す。 
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４ 経済的支援                                  
 

大綱の支援項目 県の具体的施策 担当課 

児童手当・児童扶養手当制度等
の着実な実施 

児童扶養手当、特別児童扶養手当 子ども未来課、障害福祉課 

児童手当 子ども未来課 

養育費の確保の推進 養育費確保支援 ★令和４独自施策 子ども未来課 

教育費負担の軽減 

高等学校等就学支援金【再掲】 （教）総務課、文化学術課 

和歌山県高校生等奨学給付金（奨学のた
めの給付金）【再掲】 

生涯学習課、文化学術課 

県立高等学校授業料減免【再掲】 （教）総務課 

私立高等学校等家計急変世帯授業料減額
等補助事業【再掲】 

文化学術課 

和歌山県修学奨励【再掲】 生涯学習課 

和歌山県大学生等進学支援【再掲】 生涯学習課 

私立専修学校授業料等減免事業費補助金 文化学術課 

生活保護制度（教育扶助）【再掲】 福祉保健総務課 

生活保護制度（生業扶助）【再掲】 福祉保健総務課 

多子世帯の経済的負担軽減◎ 

３子以上世帯向けの経済的支援  
★令和４独自施策 

子ども未来課、（教）総務課、生
涯学習課 

紀州っ子いっぱいサポート【再掲】 子ども未来課 

在宅育児支援 子ども未来課 

医療費負担の軽減◎ 

ひとり親家庭医療費助成事業 子ども未来課 

乳幼児医療費助成事業【再掲】 健康推進課 

小児慢性特定疾病医療費助成事業 健康推進課 

※表中◎は県で独自に設定した項目、★は前計画策定後に新たに実施・拡充した独自施策及び今回の 
改定にあたり新たに実施する施策（第５章参照） 

  
 
 
 
 
 
 
 
▶児童扶養手当、特別児童扶養手当 （子ども未来課、障害福祉課） 

父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活の安定と自立促進を

図るため、当該児童を監護している母又は監護し、生計を同じくする父等に対して児童扶

養手当を支給します。また、障害のある児童の福祉の増進を図るため、監護している父又

は母等に対して特別児童扶養手当を支給します。 
 

１ 教育の支援 ２ 生活の安定支援 ３ 保護者の就労等支援 ４ 経済的支援

〈児童手当・児童扶養手当制度等の着実な実施〉 

○ 児童扶養手当や特別児童扶養手当により、ひとり親世帯の児童や、障害児を監護す

る親等に対して経済的支援を行います。 

○ 児童手当により、児童を養育している方に対して経済的支援を行います。 
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▶児童手当（子ども未来課） 

 子育て世帯の生活の安定と、児童の健やかな成長のため、中学校卒業までの児童（15 歳

に達した後、最初の 3 月 31 日までの児童）を養育している方に児童手当を支給します。 
 
 

 
 
 
 
▶養育費確保支援（子ども未来課）★令和４年度独自施策、第５章参照 

 離婚に伴い困窮に陥るリスクが高いひとり親家庭に対し、無料の弁護士相談や公正証

書作成費用補助、公証役場や裁判所への同行など養育費確保に向けた支援を行うことに

より、生活の安定を促進します。 

 
 
 
 
 
 
▶高等学校等就学支援金（公立：（教）総務課、私立：文化学術課）【再掲】 

県内の高等学校等に在学する生徒に対し、保護者等の所得が一定額未満である場合、授

業料の負担を軽減します。 
 
▶和歌山県高校生等奨学給付金〈奨学のための給付金〉 

 （公立:生涯学習課、私立：文化学術課）【再掲】 

全ての意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、授業料以外の教育費負担を軽

減するため、低所得世帯に対して奨学のための給付金を支給します。 
 

▶県立高等学校授業料減免（（教）総務課）【再掲】 

  経済的理由により授業料の支払いが困難な世帯の生徒に対し、授業料の減額又は免除

を行います。 

 
▶私立高等学校等家計急変世帯授業料減額等補助事業（文化学術課）【再掲】 

私立高等学校等に在学する生徒（保護者が和歌山県内に在住し、かつ経済的理由により

就学が困難な者）の修学機会を確保するため、一定の条件を満たす場合、授業料減額補助

を行います。 

 

１ 教育の支援 ２ 生活の安定支援 ３ 保護者の就労等支援 ４ 経済的支援

〈養育費の確保の推進〉 

○ 両親の離婚後、養育費の支払いが適切に行われるよう支援体制を強化します。 

〈教育費負担の軽減〉 

○ 子供が安心して教育を受けられるよう、授業料や就学、進学にかかる費用を支援し

ます。 
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〈家計急変世帯授業料減額事業〉 
保護者等が県内に在住し、生徒が和歌山県、大阪府及び奈良県の私立高等学校（全

日制）、又は私立中等教育学校の後期課程に在学する世帯で、リストラ等により家計

が急変し、一定の収入額未満となった場合、授業料減額の支援を行う制度。 
 
▶和歌山県修学奨励 （生涯学習課）【再掲】 

経済的理由により修学が困難な者に対して、以下の奨学金等を貸与することにより、修

学の奨励と教育の機会均等を図り、有為な人材を育成します。 
・ 高等学校等での修学に要する経費の一部として奨学金（月額）を貸与。 
・ 大学・短期大学・専修学校専門課程（修業年限 2 年以上）での修学に要する経費 
の一部として進学助成金（一時金）を貸与。 

 
▶和歌山県大学生等進学支援（生涯学習課）【再掲】 

  進学意欲と学力が高いにもかかわらず、経済的な理由により修学を断念することなく

安心して学べるよう、また、将来の地域社会及び地域産業の担い手となるよう支援するた

め、低所得世帯の学生に対して大学生等進学支援金を貸与します。 
  なお、大学等卒業後に県内居住かつ県内外就労により返還が免除されます。 
 
▶私立専修学校授業料等減免事業費補助金（文化学術課）【再掲】 

  真に支援が必要な低所得者世帯の者に対し、社会で自立し、及び活躍することができる

豊かな人間性を備えた創造的な人材を育成するために必要な質の高い教育を実施する大

学等における修学に係る経済的負担の軽減を図るため、授業料等の減免の措置を講じま

す。 
 
▶生活保護制度〈教育扶助〉（福祉保健総務課）【再掲】 

義務教育期間の子供がいる世帯に給食費等の修学にかかる費用を支給します。 
 
▶生活保護制度〈生業扶助〉（福祉保健総務課）【再掲】 

生活保護世帯の子供が高校学校等に進学する際の入学料、入学考査料や就学中の授業

料、教材費等を支給します。 
また、生活保護世帯の高校生の就労収入が本人の高校卒業後の進学費用に充てられる

場合は、収入として認定しない取扱いとするなど、安心して就学できるよう支援します。 
 
 
 
 
 

１ 教育の支援 ２ 生活の安定支援 ３ 保護者の就労等支援 ４ 経済的支援
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▶３子以上世帯向けの経済的支援 （子ども未来課、（教）総務課、生涯学習課） 

★令和４年度独自施策、第５章参照 

 子育てにかかる経済的負担を軽減するため、所得制限を設定している県独自事業にお

いて、３人以上の子供の数に応じて、所得制限の上限額を１人あたり５０万円程度引き上

げ、対象世帯を拡大します。 
[ 関連事業 ] 
・和歌山県修学奨励金（奨学金） 

・和歌山県修学奨励金（進学助成金） 

・和歌山県大学生等進学支援金 

・和歌山県立高等学校特別地域生徒通学費等補助金 

・和歌山県立高等学校定時制及び通信制課程教科書等無償給与 

・和歌山県高等学校定時制及び通信制課程修学奨励金 

 

▶紀州っ子いっぱいサポート（子ども未来課）【再掲】 

一定の所得制限のもと、第２子以降について、３歳未満の保育料の無償化、３歳から就

学前までの副食費、一時預かり利用料等への助成を市町村と連携して実施します。 
 
▶在宅育児支援（子ども未来課） 

公的支援を受けずに、第２子以降の０歳児を在宅で育てる世帯に、一定の所得制限のも

と、支援金を支給します。 
 

 

 

 

 

▶ひとり親家庭医療費助成事業 （子ども未来課） 

ひとり親家庭等の医療費を助成する市町村に対し、県が 1/2 を補助します。 
 支給対象者…ひとり親家庭又はそれに準じたもの（原則、母子父子寡婦福祉法に規定

する母子家庭・父子家庭の規則に準ずる）。 
対象医療…ひとり親家庭等の保険医療費自己負担分 
実施市町村…県内 30 市町村 

 

１ 教育の支援 ２ 生活の安定支援 ３ 保護者の就労等支援 ４ 経済的支援

〈多子世帯の経済的負担軽減〉 

○ 多子世帯に対し、子育てに要する経済的負担を軽減します。 

〈医療費負担の軽減〉 

○ 子育てや、ひとり親自身に要する医療費負担を軽減します。 

− 63 −



 

64 
 

第４章 課題解決に向けた具体的施策 

 

▶乳幼児医療費助成事業 （健康推進課）【再掲】 

  乳幼児の医療費を助成する市町村に対し、県が 1/2 を補助します。（所得制限あり） 
   支給対象者 … 就学前の乳幼児 
   給付内容  … 乳幼児の保険医療費自己負担分 
   実施市町村 … 県下 30 市町村 
 
▶小児慢性特定疾病医療費助成事業 （健康推進課） 

  小児慢性特定疾病にかかっている児童等について、患児家庭の医療費の負担軽減を図

るため、児童福祉法に基づき、医療費に要した費用を助成します。 
支給対象者    ：小児慢性特定疾病にかかっており、厚生労働大臣が定める疾病の程 

度である児童等 
児童等給付内容：生計中心者の所得税額及び市町村民税額に応じて自己負担額を設定

しており、生活保護世帯等は自己負担なし  
 

１ 教育の支援 ２ 生活の安定支援 ３ 保護者の就労等支援 ４ 経済的支援
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